
  

 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第58条の２及び人事行政の運営等の状況の公表

に関する条例（平成17年岩手県市町村総合事務組合条例第５号）第４条の規定に基づき、

人事行政の運営等の状況について、別紙のとおり公表する。 

 

   令和７年８月８日 

 

                     岩手県市町村総合事務組合 

                       管理者 鈴 木 重 男 
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１ 任免及び人数の状況 

 (1) 採用及び退職の状況（令和６年度） 

区分 一般職員 計 

採用者数 
人 人 

0 0 

退職者数 
人 人 

0 0 

（参考：令和７年４月１日採用者数） 

 
人 人 

0 0 

 

 (2) 職員定数管理の状況 

  ア 職員数の状況は下表のとおりです。 

   ○職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日） 

区分 
令和７年度 

(a) 
令和６年度 

(b) 
対前年増減数 

(a)-(b) 主な増減理由(令和７年) 

一般行政部門 
人 人 人 

 
6 6 0 

合 計 
   

 
6 6 0 

 

  イ 一般行政職の級別職員の状況（令和７年４月１日現在） 

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 計 

職 主 事 主 事 
係 長 

主 任 
課長補佐 課 長 事務局次長 事務局長 

 

職員数 
人 人 人 人 人 人 人 人 

 1 1 2 1 1  6 

構成比 
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

 16.7 16.7 33.3 16.7 16.7  100 

6.4.1 
構成比 

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 計 

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

16.7  33.3 16.7 16.7 16.7  100 

 

２ 人事評価の状況 

  地方公務員法の一部改正に伴い、平成28年度から新たな人事評価制度導入し、その評価結果

を昇給や勤勉手当に反映させるとともに、任用、分限その他人事管理の基礎として活用するこ

ととしています。 

 

３ 給与の状況 

 (1) 人件費の状況（令和６年度一般会計決算） 
歳出額 
Ａ 実質収支 

人件費 
Ｂ 

人件費率 
（Ｂ／Ａ） 

（参考）令和５
年度の人件費率 

千円 千円 千円 ％ ％ 

7,971,150 1,477,169 7,321,256 91.8 58.1 

※ 人件費には、市町村等職員退職手当給付費6,722,336千円、非常勤職員災害補償給付費

49,722千円、消防共済基金掛金490,528千円及び市町村議員補償連合会納付金3,698千円を

含みます。       
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 (2) 給与費の状況（令和７年度一般会計予算） 

職 員 数 
Ａ 

給  与  費 一人当たり給与
費（Ｂ/Ａ） 給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計  Ｂ 

人 千円 千円 千円 千円 千円 

6 24,091 4,128 10,180 38,399 6,400 

 

 (3) 職種別・学歴別初任給及び経験年数別平均給料月額の状況（令和７年４月１日現在） 

区分 決定初任給 
採用２年経 
過日給料額 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年 

一 般 

行政職 

大卒 
円 円 円 円 円 

220,000 228,900 263,900 295,500 337,800 

高卒 
     

188,000 199,400 240,700 263,900 295,500 

 

 (4) 平均給料月額と平均年齢の状況（令和７年４月１日現在）    

区分 
令和７年度 令和６年度 

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 

一般行政職 
円 歳 円 歳 

333,983 49.3 338,200 48.3 

 

 (5) 主な職員手当の状況 

  ア 扶養手当、住居手当、通勤手当（令和７年度） 

区 分 内        容 

扶養手当 １ 配偶者  月額 3,000円 

２ 子    月額11,500円 

３ 父母等  月額 6,500円 

※ なお、16歳から22歳までの子の場合には、5,000円が加算される。 

住居手当 借家・借間居住者 

 月額16,000円を超える家賃を負担している職員に対し家賃の額に応じ、

月額28,000円まで 

通勤手当 １ 交通機関等利用者 

  運賃等に応じ月額150,000円まで 

２ 自家用車等利用者 

  通勤距離に応じ月額31,600円まで 

 

  イ 時間外勤務手当 

区   分 令和６年度 令和５年度 

支 給 総 額 
千円 千円 

518 248 

職員１人当たり支給年額 
  

130 83 

       

  ウ 期末・勤勉手当の状況（令和７年４月１日現在） 

区  分 ６月期 12月期 計 

期末手当 1.25 月分 1.25 月分 2.50 月分 

勤勉手当 1.05 月分 1.05 月分 2.10 月分 

   ※ 職制上の段階・職務の級などによる加算措置があります。 
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  エ 退職手当の状況（令和７年４月１日現在） 

    退職手当は、基本額に調整額を加算した額となります。 

   【基本額】 

    基本額は、退職したときの給料月額にこの表に示すような支給率を乗じて得た額となり

ます。この支給率は国と同じです。 

区   分 組 合 国 

自
己
都
合 

勤続20年 19.6695 

勤続25年 28.0395 

勤続35年 39.7575 

最高限度 47.709 

勧
奨
・
定
年 

勤続20年 24.586875 

勤続25年 33.27075 

勤続35年 47.709 

最高限度 47.709 

   【調整額】     

    調整額は、職員が退職前に属していた職務の級ごとに定める調整月額のうち、その額の

多いものから60月分を加算して得た額となります。 

 

 (6) 特別職の報酬の状況（令和７年４月１日現在） 

   特別職の職員のうち、管理者、副管理者、組合議会議員、監査委員の報酬です。 

区分 報酬年額 

管理者 70,000円 

副管理者 49,000円 

組合議会議員 

議長 45,000円 

副議長 36,000円 

議員 27,000円 

監査委員 
識見を有する者から選任された委員 27,000円 

組合議会の議員から選任された委員 18,000円 

 

４ 勤務時間その他の勤務条件の状況 

 (1) 勤務時間の状況（正規の勤務時間） 

  ア 職員の勤務時間は、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり38時間

45分とする。（職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例第２条第１項） 

  イ 職員の勤務時間の割振りは、午前８時30分から午後５時15分までとする。なお、この勤

務時間中に正午から１時間の休憩時間を置く。（職員の勤務時間に関する規程第２条） 

 

 (2) 一般職員の年次有給休暇の使用状況（令和６年１月１日から令和６年12月31日まで） 

総付与日数 
(a) 

総使用日数 
(b) 

全対象職員数 
(c) 

平均使用日数 
(b)／(c) 

消化率 
(b)／(a) 

240.0日 75.9日 ６人 12.7日 31.6％ 

   ※ 総付与日数には、前年からの繰越分を含みます。 
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 (3) 特別休暇の導入状況（主な特別休暇と付与日数）（令和６年度） 

  ア 骨髄提供のための休暇 必要と認められる期間 

  イ ボランティア休暇 ５日の範囲内の期間 

  ウ 結婚休暇 連続する７日の範囲内の期間 

  エ 産前休暇 ６週間以内に出産する予定である女性職員が請求した場合に、出産の日まで

の請求した期間 

  オ 産後休暇 出産の日の翌日から８週間を経過する日までの期間 

  カ 生後１年６月に達しない子を育てる職員のその子のための保育時間 １日２回それぞれ

１時間の期間 

  キ 養育する15歳に達する日以後最初の３月31日までの間にある子等の看護のための休暇  

   ５日（養育する子が２人以上の場合にあっては、10日）の範囲内の期間 

  ク 夏季休暇 原則として連続する５日の範囲内の期間 

 

５ 休業の状況 

 (1) 育児休業及び部分休業の利用状況（令和６年度） 

   育児休業は子が小学校の始期に達するまで取得可能であり、また、子を養育するための継

続的な勤務を促進し、職員の福祉と公務の円滑な遂行を確保するための制度として部分休業

の制度を設けており、１日２時間の範囲内で部分休業を取得することができます。 

  ア 育児休業及び部分休業の取得者数 

区       分 男性職員 女性職員 計 

令和６年度中に新たに育児休業を取得した職員 
人 

0 

人 

0 

人 

0 

令和６年度中に新たに部分休業を取得した職員 0 0 0 

令和５年度から引き続き育児休業を取得してい

る職員 
0 0 0 

令和５年度から引き続き部分休業を取得してい

る職員 
0 0 0 

令和６年度中に新たに育児休業が取得可能とな

った職員 
1 0 1 

 

  イ 育児休業の承認期間（令和６年度中に新たに取得した職員に限る。） 

期  間 6月以下 
6月超え 
1年以下 

1年超え 
１年６月以下 

１年６月超え 
2年以下 

2年超え 
２年６月以下 

２年６月超え 
3年以下 計 

取得職員数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

 

  ウ 部分休業の承認期間（令和６年度中に新たに取得した職員に限る。） 

期  間 6月以下 
6月超え 
1年以下 

1年超え 
１年６月以下 

１年６月超え 
2年以下 

2年超え 
２年６月以下 

２年６月超え 
3年以下 計 

取得職員数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

 

 (2) 介護休暇の取得状況（令和６年度） 

   配偶者、父母、子等で負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障があるものの介

護をするために、６月の範囲内で介護休暇を取得することができます。 

要介護者の続柄別 配偶者 父母 子 その他 計 

取 得 職 員 数 0人 0人 0人 0人 0人 

 

   取得期間 

期  間 ６月以下 
６月超え 
１年以下 

１年超え 
１年６月以下 

１年６月超え 
２年以下 

２年超え 
２年６月以下 

２年６月超え 
３年以下 計 

取得職員数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 
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 (3) 自己啓発等休業の取得状況（令和６年度） 

   在職期間２年以上の職員が、公務の運営に支障がなく、かつ、公務に関する能力の向上に

資すると認められたときは、大学等課程の履修又は国際貢献活動のために、３年を超えない

範囲内で自己啓発等休業を取得することができます。 

   自己啓発等休業の取得者数 

区  分 大学等課程の履修 国際貢献活動 

取得職員数 0人 0人 

 

 (4) 高齢者部分休業の取得状況（令和６年度） 

   60歳に達した日から定年退職日までの期間において、１週間の勤務時間の２分の１を超え

ない範囲で部分休業を取得することができます。 

   高齢者部分休業の取得者数 0人 

 

６ 分限及び懲戒処分の状況（令和６年度） 

 (1) 分限処分者数 

処   分   事   由 降任 免職 休職 降給 計 

勤務実績が良くない場合 0人 0人   0人 

心身の故障の場合 0人 0人 0人  0人 

職に必要な適格性を欠く場合 0人 0人   0人 

職制、定数の改廃等により廃職、過員を生じた

場合 
0人 0人   0人 

刑事事件に関し起訴された場合   0人  0人 

条例で定める事由による場合   0人 0人 0人 

計 0人 0人 0人 0人 0人 

 

 (2) 懲戒処分者数（行為別） 

処分の具体的事由 戒告 減給 停職 免職 訓告等 計 

給与・任用に関する不正 
人 

0 
人 

0 
人 

0 
人 

0 
人 

0 
人 

0 

一般服務違反関係 0 0 0 0 0 0 

一般非行関係 0 0 0 0 0 0 

収賄等関係 0 0 0 0 0 0 

道路交通法違反 0 0 0 0 0 0 

監督責任 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 0 

 

 (3) 刑事処分者数 

事件の種類 降任 免職 休職 降給 計 

収賄による場合 
人 

0 
人 

0 
人 

0 
人 

0 
人 

0 

横領による場合 0 0 0 0 0 

傷害・暴行による場合 0 0 0 0 0 

公職選挙法違反による場合 0 0 0 0 0 

道路交通法違反による場合 0 0 0 0 0 

その他 0 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 
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７ 服務の状況（令和６年度） 

  服務規律遵守のための取組み状況 

  職員服務規程の内容を職員に周知し、服務規律の遵守の徹底を図っています。 

 

８ 退職管理の状況（令和６年度） 

退職者 
退職事由 

自己都合 定年 その他 

0人 0人 0人 0人 

 

９ 研修の状況（令和６年度） 

研修の区分 受講者数 

法規事務研修 1人 

クレーム対応研修 1人 

官製談合防止法研修会 1人 

プレCYDER(実践型サイバー防御演習) オンライン演習(前半) 1人 

プレCYDER(実践型サイバー防御演習) オンライン演習(後半) 1人 

CYDER(実践型サイバー防御演習) 集合演習Aコース 1人 

 

10 福祉及び利益の保護の状況 

 (1) 厚生福利事業の概要 

  ア 職員の健康診断の状況（令和６年度） 

対象職員数 受診者数 受診率 

人 人 ％ 

6 5 83.3 

 

  イ その他 

    療養費の給付及び退職の場合の給付その他必要な事業を一般財団法人岩手県市町村職員

健康福利機構に事務を委託しています。 

 

 (2) 公務災害補償の状況（令和６年度） 

  ア 地方公務員災害補償基金による補償の状況 

区分 一般行政職 

療養補償・休業補

償・介護補償 

件 0件 

額 0円 

傷病補償・障害補

償・遺族補償 

件 0件 

額 0円 

葬祭補償 
件 0件 

額 0円 

認定件数 件 0件 

 

11 競争試験及び選考の状況 

  実施していません。 
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12 勤務条件に関する措置の要求の状況 

前年度からの継続件数 令和６年度要求件数 完結件数 翌年度継続件数 

0件 0件 0件 0件 

 

13 不利益な処分についての審査請求の状況 

前年度からの継続件数 令和６年度要求件数 完結件数 翌年度継続件数 

0件 0件 0件 0件 

 


